
























よって格差があり、従業員規模 300人未満の企業では 9.91倍（前年度 6.45倍）なのに
対して 5,000人以上の企業では 0.37倍（前年度 0.39倍）となっており、大企業ではむ
しろ厳選採用の傾向が見られる。
　業種別に見ても「流通」で 12.57倍、「建設」9.55倍と高騰している一方、本学学生






















学部 学科 卒業 就職
進　　　学 研究生・科目





児童 105 101 2 2 2
食専 37 34 3 3
食管 53 50 3 3
居住 51 46 4 4 1
建築 43 26 15 15 2
被服 91 78 4 1 5 1 7
経済 84 79 2 2 3
計 464 414 33 1 34 0 1 15




日文 119 108 4 1 5 6
英文 140 127 6 1 7 6
史 108 90 10 10 8
計 367 325 20 2 22 0 0 20







現社 117 112 1 1 4
社福 92 85 2 2 5
教育 97 94 1 1 2 1
心理 76 54 19 19 3
文化 127 114 3 3 1 9
計 509 459 26 1 27 0 1 22




数物 88 69 12 1 13 6
物生 92 75 14 14 3
計 180 144 26 1 27 0 0 9
％ 80.0% 14.4% 0.6% 15.0% 0.0% 0.0% 5.0%
合　　　計 1,520 1,342 105 5 110 0 2 66
％ 88.3% 6.9% 0.3% 7.2% 0.0% 0.1% 4.3%













児　童 105 101 9.2 101 100.0
食　専 37 34 91.9 34 100.0
食　管 53 50 94.3 50 100.0
居　住 51 47 92.2 46 97.9
建　築 43 28 65.1 26 92.9
被　服 91 78 85.7 78 100.0
経　済 84 80 95.2 79 98.8




日　文 119 109 91.6 108 99.1
英　文 140 127 90.7 127 100.0
史 108 94 87.0 90 95.7







現　社 117 114 97.4 112 98.2
社　福 92 86 93.5 85 98.8
教　育 97 94 96.9 94 100.0
心　理 76 54 71.1 54 100.0
文　化 127 114 89.8 114 100.0




数　物 88 69 78.4 69 100.0
物　生 92 76 82.6 75 98.7
計 180 145 80.6 144 99.3
合　　　　計 1,520 1,355 89.1 1,342 99.0










































































































































1. 公明新聞：2018年 4月 16日（5面 ｢広がる社会人の学び直し｣ 掲載）2. 学園ニュー
ス：2018年 5月 15日（日本女子大学広報誌学園ニュース Vol.261掲載）3. 日刊工業新
聞：2018年 5月 24日（「東商、日本女子大に研修講座女性の学び・再就職支援」掲




日本女子大学と連携」掲載）7. 日刊工業新聞：2018年 5月 31日（東京商工会議所と
本学の「女性の学び・再就職支援」覚書締結について掲載）8. 日本テレビ：2018年 6







2018年 7月 17日（袋とじ ｢大人の学び直し｣ 掲載）14. 婦人公論：2018年 8月 10日
発売号 8月 28日号通巻 1500記念号（｢ルポ・私のリカレント学び 50代からの学び直
し最前線｣ ｢主婦の再就職を大学が応援。今どきの ｢リカレント｣ 教育とは｣ に記事
掲載）15. 日本経済新聞：2018年 8月 30日（朝刊一面「女性の復職選択肢広く」掲
載）16. 月刊事業構想：2018年 9月 1日2018年 10月号「教育・人財特集」（｢再出発
のチャンスを作る｣ に掲載）17.SMBCマネジメント＋（プラス）：2018年 9月 1日
（SMBC（株）三井住友銀行広報誌「特集 ｢企業人材の再教育｣」に坂本清恵へのインタ
ビュー記事 ｢女性に新しいキャリアを付与｣ 掲載）18. 日本経済新聞：2018年 9月 27
日（夕刊「セカンドステージ大学で鍛える職業実践力」掲載）19.IDE現代の高等教
育：2018年 10月 1日（NO.604坂本清恵「日本女子大学のリカレント教育課程」執
筆）20.NHK：2018年 10月 2日（NHK「ニュースシブ 5時」にて放送）21. 放送大
学：2018年 10月 7日（大学スペシャル ｢リカレント教育の現場～人生 100年時代の
学び方～｣ において放送）22. 大学マネジメント：2018年 11月 10日発行 2018年 11
月号（坂本清恵「日本女子大学のリカレント教育課程～女性の社会貢献のために～」執
筆）23. 日本青年館『社会教育』：（野村證券株式会社寄付授業・公開講座「金融経済講










送 :2019年 3月 17日）（東京商工会議所提供「企業の底ヂカラ」にて放送）
（2）各省庁、団体からの要請と対応
○ 2018年 5月 16日：第 9回教育 ITソリューション EXPOにて坂本清恵が講演
○ 2018年 5月 18日：衆議院専門委員会文部科学委員会にて公明党の鰐淵洋子議員から
本課程について報告
○ 2018年 6月 25日：内閣府：当課程関係者へのヒアリング
○ 2018年 6月 26日：神奈川県立図書館で開催の「神奈川大学生涯学習推進協議会」に
て松梨リカレント教育課程主任が講演
○ 2018年 7月 20日：東京商工会議所で開催された「第 5回若者・産業人材育成委員
会」において坂本清恵が講演
○ 2018年 9月 11日：日本労働組合総連合会にて坂本清恵が講演
○ 2018年 9月 13日：文京区と当課程関係者との意見交換
○ 2018年 9月 27日：文部科学省：本課程関係者から本課程に関する概要説明・施設見
学・意見交換、授業視察、本課程受講生との対話
○ 2018年 11月 30日：第 11回セカンドアカデミー交流セミナーにおいて「人生 100年
時代に社会人に求められる新しい講座を企画する」｢女性のための再就職支援プログラ
ム」について坂本清恵が講演
○ 2018年 1月 25日：文部科学省：本課程関係者から概要説明・施設見学・意見交換、
授業視察、本課程受講生との対話
○ 2019年 1月 31日：山形県企画振興部企画調整課によるヒアリングがなされ、山形県
総合政策審議会（ライフスタイル研究所）報告書に本課程について掲載
○ 2019年 2月 24日：文部科学省委託事業平成 30年度「男女共同参画のための学び・
キャリア形成支援事業」『女性の “学ぶ・働く・生きる ”応援フェスタ』」にて、茂木知
子リカレント教育課程担当課長が登壇し、またポスターセッションにて本課程を紹介












































































































習、選択領域講習を昨年度と同様の規模で 8月 13日（火）～ 17日（土）に開講予定で
ある。教員免許更新制は 2009年に導入され、制度として定着してきたこともあり、首都
圏の各大学は質・量共に工夫をこらしている。今後も卒業生を含む受講者を確保していく
ために、講習内容の検討も必要となっていくだろう。
　独立行政法人教職員支援機構の「教員の資質向上のための研修プログラム開発・実施支
援事業」は、2018年度に引き続き 2019年度も委嘱された。今回は、「いじめ防止等のた
めの基本的な方針」の定着に向けた基礎的理解と的確な対応力育成のための研修プログラ
ム開発を実施する。
　教職を志す学部生・院生への支援については、各講座やガイダンス、相談業務におい
て、志望者一人ひとりの希望を実現できるようきめ細かな対応を継続する。一方、ここ数
年、景気回復の影響や「学校はブラック職場」というイメージが定着しつつあるせいか、
教職志望者は減少傾向にあり、競争倍率の低下が著しい。教職志望者の側からするとチャ
ンス到来と見ることもでき、努力さえ積み重ねれば、確実に合格に手が届く難易度になっ
てきた。しかし、むしろここで必要となるのが、志望者の教職に対する自覚と決意であ
る。教員採用試験合格だけでなく、志望者が学校現場に出た後も成長していく力を持てる
よう意識しながら取組を進めたい。
 （たべ　としみつ：教職教育開発センター所長）
 （せきぐち　ひろみ：教職教育開発センター所員）
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